
平成２１年４月１４日  

（介護予防）通所介護事業所の管理者 様 

 

新潟県福祉保健部高齢福祉保健課  

介護事業係長  

 

平成２１年４月介護報酬改定に伴う「体制等届出」 

におけるＱ＆Ａ及び記載要領等について 

 

 平成２1年４月介護報酬改定に伴う「体制等届出」（平成２１年３月１９日付け高

齢第１０２８号により通知済み）について、照会が多く寄せられた事項について整理

し、別添１のとおり「個別機能訓練加算（Ⅱ）」のＱ＆Ａ、別添２のとおり「サービ

ス提供体制強化加算」の記載要領等を作成しましたので、お知らせします。 

 つきましては、下記に留意の上、必要に応じて届け出を行ってください。なお、既

に体制届を提出している場合においても、当該書類に不足等がないかご確認の上、不

足等があれば、再提出くださるようお願いします。 

 

記 

 

１ 主な留意事項 

 ・ 「個別機能訓練加算（Ⅱ）」における人員配置上の算定要件である「常勤」「指

定通所介護を行うサービス提供時間帯を通じて専従して配置」等について明確化

しました。 

 ・ 「サービス提供体制強化加算」における勤務時間や常勤換算の取扱いを整理し、

それぞれの記載方法を明示しました。 

 

２ 提出期限 

  平成２１年４月２２日（水） 

※当該取扱いの確定時期及び挙証資料の準備期間を考慮し、平成２１年４月１０

日（金）の期日を２２日（水）までに延長します。 

 

３ その他 

既に届出を行っている場合であって、当該書類に不足等がない場合は、再度届出

の必要はありません。 

 

【担当】 

高齢福祉保健課介護事業係 吉井、安保 

 電話  ０２５－２８０－５１９４（直通） 

 ＦＡＸ ０２５－２８０－５２２９ 

 



別添１ 

 

【個別機能訓練加算（Ⅱ）】 

 

Ｑ１ 別の敷地でＡ事業所とＢ事業所の２つの通所介護事業所を運営している法

人において、機能訓練指導員のＡ事業所に勤務した時間とＢ事業所に勤務し

た時間の合計時間が、常勤の従業者が勤務すべき時間に達しており、曜日に

よって当該機能訓練指導員をそれぞれの事業所の「指定通所介護を行うサー

ビス提供時間帯を通じて専従して配置」していれば、曜日によってそれぞれ

の事業所で個別機能訓練（Ⅱ）を算定することは可能か。 

  （例） 

○ 月・水・金 Ａ事業所（Ａ市に所在）の機能訓練指導員８時間 

  ○ 火・木   Ｂ事業所（Ｂ市に所在）の機能訓練指導員８時間 

 

参考【Ｈ１２告示２５（抜粋）】 

八 通所介護費における個別機能訓練加算の基準 

 ロ 個別機能訓練加算（Ⅱ） 

 （１） 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員の職務に従

事する常勤の理学療法士等を１名以上配置していること。 

 

Ａ１ 当該機能訓練指導員が「常勤」であって、かつ当該機能訓練指導員が通所介

護事業所に「指定通所介護を行うサービス提供時間帯を通じて専従して配置」

された日についてのみ、個別機能訓練加算（Ⅱ）を算定することが可能である。 

本事例においては、Ａ事業所とＢ事業所は別の敷地にあり、当該機能訓練指

導員は「常勤」要件を満たさないため、両事業所で「指定通所介護を行うサー

ビス提供時間帯を通じて専従して配置」した日があったとしても、両事業所に

おいて個別機能訓練加算（Ⅱ）の算定はできない。 

 

 

Ｑ２ 通所介護事業所の機能訓練指導員が同一敷地内にある認知症対応型通所

介護等の他事業所を兼務している場合、通所介護事業所において個別機能

訓練加算（Ⅱ）は算定可能か。また、認知症対応型通所介護の個別機能訓

練加算は算定可能か。 

  （例） 

   ○ 火～木 通所介護の看護職員          ８時間 

   ○ 金   認知症対応型通所介護の看護職員    ６時間 

認知症対応型通所介護の機能訓練指導員 ２時間 

   ○ 土   通所介護の機能訓練指導員       ８時間 

 

Ａ２ 同一敷地内にある通所介護事業所と認知症対応型通所介護等の他事業所の

職務を兼務した場合であって、それぞれの職務が同時並行的に行われることが

差し支えない場合は、通所介護事業所の機能訓練指導員として勤務した時間と、

同一敷地内にある認知症対応型通所介護等の他事業所に勤務した時間の合計



が、常勤の従業者が勤務すべき時間に達している場合は、「常勤」要件を満た

す。※ 

ただし、通所介護事業所において、「個別機能訓練加算（Ⅱ）」を算定する場

合は、これに加えて、それぞれの職務にかかる時間を明確に区分し、通所介護

事業所に「指定通所介護を行うサービス提供時間帯を通じて専従して配置」さ

れている必要があり、事例の場合、通所介護事業所においては土曜のみその要

件を満たしているため、土曜のみ「個別機能訓練加算（Ⅱ）」が算定できる。 

また、認知症対応型通所介護事業所においては、金曜のみ機能訓練指導員が

１２０分以上専従して配置されているため、金曜のみ「個別機能訓練加算」が

算定できる。 

なお、通所介護事業所の個別機能訓練加算（Ⅱ）を算定する日はあらかじめ

定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。 

 

 ※ 

参考【居宅基準解釈通知第２の２（３）（抜粋）】 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべ

き時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）に達していることをいうものであ

る。同一事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同

時並行的に行われることが差し支えないものと考えられるものについては、それぞれに係る勤務

時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば常勤の要件を満たすものである

こととする。 

 

Ｑ３ Ｑ２の場合、体制届の記載仕方はどのようにしたらよいか。 

 

Ａ３ 別紙【記載例１】参照。 



人

～ （ ）

（ ） （ 単位目 ）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

8.0 8.0 認 0.0 × × 8.0 8.0 8.0 認 0.0 × × 8.0 8.0 8.0 認 0.0 × × 8.0 8.0 8.0 認 0.0 × × 8.0 8.0 8.0

× 0.0 × 8.0 8.0 8.0 × × 0.0 × 8.0 8.0 8.0 × × 0.0 × 8.0 8.0 8.0 × × 0.0 × 8.0 8.0 8.0 × × ×

× × 8.0 5.0 0.0 × × × × 8.0 5.0 0.0 × × × × 8.0 5.0 0.0 × × × × 8.0 5.0 0.0 × × × ×

8.0 8.0 8.0 × × 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 × × 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 × × 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 × × 8.0 8.0 8.0 8.0

0.0 0.0 認 8.0 × × 0.0 0.0 0.0 認 8.0 × × 0.0 0.0 0.0 認 8.0 × × 0.0 0.0 0.0 認 8.0 × × 0.0 0.0 0.0

× 3.0 × 0.0 0.0 0.0 × × 3.0 × 0.0 0.0 0.0 × × 3.0 × 0.0 0.0 0.0 × × 3.0 × 0.0 0.0 0.0 × × ×

× × 0.0 3.0 8.0 × × × × 0.0 3.0 8.0 × × × × 0.0 3.0 8.0 × × × × 0.0 3.0 8.0 × × × ×

別紙２－１

【記載例１】　従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（暦月）

事 業 所 名 新光町サービス北町通所介護事業所

7

サービスの種類 　（介護予防）通所介護

利 用 定 員 25

時間 ※利用者を施設に迎えてから送り出すまでの時間（送迎時間を除く。）

月分 1

サ ー ビ ス 提 供 時 間 帯 9:30

平成 21 年 4

16:30

職種
勤務
形態

氏名 備　考
曜日

看護職員
B 三条　春子

・機能訓練指導員兼務
・認知症対応型通所介護
看護職員兼機能訓練指導員兼務

看護職員
Ｄ 新潟　一郎 ・機能訓練指導員兼務

看護職員
Ｄ 相川　夏子 ・機能訓練指導員兼務

機能訓練指導員
Ａ 長岡　冬子 ・理学療法士

機能訓練指導員
Ｂ 三条　春子

・看護職員兼務
・認知症対応型通所介護
看護職員兼機能訓練指導員兼務

機能訓練指導員
Ｄ 新潟　一郎 ・看護職員兼務

機能訓練指導員
Ｄ 相川　夏子 ・看護職員兼務

合計

注１：　｢勤務形態｣欄は、常勤・専従の場合は｢Ａ｣、常勤・兼務の場合は｢Ｂ｣、非常勤・専従の場合は｢Ｃ｣、非常勤・兼務の場合は｢D｣と記入すること。
注２：　１月間の勤務時間数を記入すること。公休の場合は｢×｣を記入すること。 担当者名 担当者連絡先
注３：　職種ごとに分けて記載すること。

○○　××
新光町サービス北町通所介護

注４：　実施単位ごとに作成すること。 TEL　０２５－０００－００００
FAX　０２５－０００－００００

月～土は、個別機能訓練加算（Ⅱ）が算定でき
る。
日は、個別機能訓練加算（Ⅰ）が算定できる。

「非常勤」のため、
算定不可

「常勤」であって、通所介護事業
所に「指定通所介護を行うサービ
ス提供時間帯を通じて専従して配
置」されているため、算定可能

Ｑ＆Ａの「Ｑ３」の記載方法の例



別添２ 

 

Ⅰ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）に係る記載要領（（介護予防）通所介護事業所） 

 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）に係る職員の割合の算出にあたっては、

常勤換算方法を用いることとされています。 

 

１ 職種及び勤務時間 

 (1) 通所介護事業所の介護職員について記載してください。 

  

(2) 兼務している場合に留意すべき事項 

○ 「指定通所介護の介護職員の職務」と「指定通所介護の介護職員の職務以外」を

兼務している場合は、「勤務時間の総時間」から「指定通所介護の介護職員の職務以

外」にかかる時間を差し引き、「指定通所介護の介護職員の職務」にかかる時間のみ

記載してください。 

   なお、職種については、「指定通所介護の介護職員の職務」の他、（ ）で兼務し

ている職務を記載してください。 

（例１） 通所介護事業所内で、管理者と介護職員を兼務している場合 

実績 記載方法 

管理者兼介護職員の総時間が８時間 

・管理者にかかる時間６時間 

・介護職員にかかる時間２時間 

【職種】   介護職員 

（管理者兼務） 

【勤務時間】 ２時間 

（例２） 通所介護事業所の介護職員と、認知症対応型通所介護の介護職員を兼務して

いる場合 

実績 記載方法 

・通所介護事業所の介護職員にかかる時

間が４時間 

・認知症対応型通所介護の介護職員にか

かる時間４時間 

【職種】  介護職員 

     （認知症対応型通所介護の

介護職員兼務） 

【勤務時間】４時間 

（例３） 通所介護事業所の管理者と通所介護事業所の介護職員を兼務し、更に短期入所

生活介護の管理者を兼務する場合 

実績 記載方法 

通所介護事業所の管理者と介護職員、短

期入所生活介護の管理者の総時間が８

時間 

・通所介護事業所の管理者にかかる時間

３時間 

・短期入所生活介護の管理者にかかる時

間３時間 

・通所介護事業所の介護職員にかかる時

間２時間 

【職種】   介護職員 

（管理者兼務、 

短期入所生活介護管理

者兼務） 

【勤務時間】 ２時間 



２ 常勤換算後の人数の取扱い 

(1) 常勤の従業者として勤務した者として取り扱う場合 

 ① 対象 

・ 「勤務形態」欄が「Ａ」の職員（常勤専従） 

② 取扱い 

・ 休暇等の期間が暦月で１月を超えるものでない限り（通所介護事業所の職務に従

事しない期間が月の初日から末日までである場合以外）、その月は常勤の従業者とし

て勤務したものとして取り扱います。 

    従って、出張や有給休暇等があった場合でも、休暇等の期間が暦月で１月を超え

るものでない場合は、「常勤換算後の人数」欄は、「1.0」と記載します。 

 

 (2) 「指定通所介護の介護職員の職務」にかかる時間数のみを計算する場合 

  ① 対象 

   ・ 「勤務形態」欄が「Ｂ」（常勤兼務）の職員 

・ 「勤務形態」欄が「Ｃ」（非常勤専従）の職員 

・ 「勤務形態」欄が「Ｄ」（非常勤兼務）の職員 

②  取扱い 

・ 「指定通所介護の介護職員」にかかる時間数のみを記載して計算してください。 

  従って、出張や有給休暇等があった場合は、その時間数は常勤換算の計算から除

かれます。 

 ③ 計算途中での端数処理について 

・ 常勤換算後の人数等については、計算の途中で端数が生じる場合がありますが、

計算の途中で端数処理をしないことが適当です。 

ただし、事業所の判断により、計算途中で端数処理を行っても差し支えありませ

ん。 

なお、前年度（３月を除く）又は前三月における一月当たりの実績の平均を計算

する段階で、常勤換算後の人数の小数点第２位以下を切り捨てします。 

【記載例２、３参照】 

 

３ 休暇等の記載 

○ 公休は「×」を記載してください。 

○ 出張や有給休暇等があった場合には、その旨記載してください。 



Ⅱ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）に係る記載要領（（介護予防）通所介護事業所） 

 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）に係る職員の割合の算出にあたっては、

常勤換算方法を用いることとされています。 

 

１ 職種及び勤務時間 

 (1) 指定通所介護を利用者に直接提供する職員（生活相談員、看護職員、介護職員、機

能訓練指導員）について記載してください。 

  

(2) 兼務している場合に留意すべき事項 

○ 通所介護事業所内で、「指定通所介護を利用者に直接提供する職務」のみを２つ以

上兼務している場合は、それぞれにかかる勤務時間を合算して記載して差し支えあ

りません。 

（例１）通所介護事業所内で、生活相談員と介護職員を兼務している場合 

実績 記載方法 

・生活相談員にかかる時間４時間 

・介護職員にかかる時間４時間 

【職種】  生活相談員兼介護職員 

【勤務時間】８時間 

 

○ 「指定通所介護を利用者に直接提供する職務」と「指定通所介護を利用者に直接

提供する職務以外」を兼務している場合は、「勤務時間の総時間」から「指定通所介

護を利用者に直接提供する職務以外」にかかる時間を差し引き、「指定通所介護を利

用者に直接提供する職務」にかかる時間のみ記載してください。 

   なお、職種については、「指定通所介護を利用者に直接提供する職務」の他、（ ）

で兼務している職務を記載してください。 

（例２） 通所介護事業所内で、管理者と生活相談員を兼務している場合 

実績 記載方法 

管理者兼生活相談員の総時間が８時間 

・管理者にかかる時間１時間 

・生活相談員にかかる時間７時間 

【職種】   生活相談員 

（管理者兼務） 

【勤務時間】 ７時間 

（例３） 通所介護事業所の介護職員と、認知症対応型通所介護の介護職員を兼務して

いる場合 

実績 記載方法 

・通所介護事業所の介護職員にかかる時

間が４時間 

・認知症対応型通所介護の介護職員にか

かる時間４時間 

【職種】  介護職員 

     （認知症対応型通所介護の

介護職員兼務） 

【勤務時間】４時間 



（例４） 通所介護事業所の管理者と通所介護事業所の生活相談員を兼務し、更に短期入

所生活介護の管理者を兼務する場合 

実績 記載方法 

通所介護事業所の管理者と生活相談員、

短期入所生活介護の管理者の総時間が

８時間 

・通所介護事業所の管理者にかかる時間

２時間 

・短期入所生活介護の管理者にかかる時

間２時間 

・通所介護事業所の生活相談員にかかる

時間４時間 

【職種】   生活相談員 

（管理者兼務、 

短期入所生活介護管理

者兼務） 

【勤務時間】 ４時間 

 

２ 常勤換算後の人数の取扱い 

(1) 常勤の従業者として勤務した者として取り扱う場合 

 ① 対象 

・ 「勤務形態」欄が「Ａ」の職員（常勤専従） 

・ 「勤務形態」欄が「Ｂ」の職員（常勤兼務）であって、「指定通所介護を利用者

に直接提供する職務」のみを２つ以上兼務している職員 

※ Ⅱの１（２）（例１）の場合など 

② 取扱い 

・ 休暇等の期間が暦月で１月を超えるものでない限り（通所介護事業所の職務に従

事しない期間が月の初日から末日までである場合以外）、その月は常勤の従業者とし

て勤務したものとして取り扱います。 

    従って、出張や有給休暇等があった場合でも、休暇等の期間が暦月で１月を超え

るものでない場合は、「常勤換算後の人数」欄は、「1.0」と記載します。 

 

 (2) 「指定通所介護を利用者に直接提供する職務」にかかる時間数のみを計算する場合 

  ① 対象 

   ・ 「勤務形態」欄が「Ｂ」（常勤兼務）であって、(1)の「常勤の従業者として勤

務した者として取り扱う場合」に該当しない職員 

※ Ⅱの１（２）（例３）の場合など 

・ 「勤務形態」欄が「Ｃ」（非常勤専従）の職員 

・ 「勤務形態」欄が「Ｄ」（非常勤兼務）の職員 

②  取扱い 

・ 「指定通所介護を利用者に直接提供する職務」にかかる時間数のみを記載して計

算してください。 



  従って、出張や有給休暇等があった場合は、その時間数は常勤換算の計算から除

かれます。 

 

 ③ 計算途中での端数処理について 

・ 常勤換算後の人数等については、計算の途中で端数が生じる場合がありますが、

計算の途中で端数処理をしないことが適当です。 

ただし、事業所の判断により、計算途中で端数処理を行っても差し支えありませ

ん。 

なお、前年度（３月を除く）又は前三月における一月当たりの実績の平均を計算

する段階で、常勤換算後の人数の小数点第２位以下を切り捨てします。 

【記載例２、３参照】 

 

３ 休暇等の記載 

○ 公休は「×」を記載してください。 

○ 出張や有給休暇等があった場合には、その旨記載してください。 



（ 20 年 12 月 ）

5 年 3 月 8 × × 8 8 8 8 出張 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 有休 × ×

3 年 1 月 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 出張 8 8 8 8 × ×

4 年 10 月 × 8 8 8 研 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8

7 年 2 月 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8

3 年 6 月 0 7 7 × × 0 0 7 7 7 × × 0 0 0 7 7 × × 0 0 0 7 7 × × 0 0 7 7 7

5 年 8 月 × 3 3 8 8 × × × 3 3 8 8 × × × 3 3 8 8 × × × 3 3 8 8 × × × 3 3

2 年 6 月 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8 × × 8 8 8 8 8

2 年 1 月 3 × × 3 3 3 3 3 × × 3 3 3 3 3 × × 3 3 3 3 3 × × 3 3 3 3 3 × ×

1 年 1 月 4 4 4 4 4 × × 4 4 4 4 4 × × 4 4 4 研 4 × × 4 4 4 4 4 × × 4 4 4

0 年 6 月 × × × 8 8 8 8 × × × 8 8 有休 8 × × × 8 8 8 8 × × × 8 8 8 8 × × ×

注１　「勤務形態」については、次の略称を用いてください。

　　　Ａ…常勤かつ専従　　　Ｂ…常勤かつ兼務　　　Ｃ…非常勤かつ専従　　　Ｄ…非常勤かつ兼務　　　　

　２　記載欄が不足する場合は、適宜様式を追加してください。

月

10

水

事業所名 新光町サービス北町通所介護事業所

7

月 火

61

5.004…

Ｃ

30

火

中越　二郎

三条　春子

土 日

27 28

相川　夏子

人
勤続年数３年以上の者の総
数（常勤換算）

サービスを直接提供する者の
総数（常勤換算）

7.533…

小計

介護職員

日月

9

人

木

262518 2319

月

2115

水

138 16 1714 20

金 土水水 火

別紙６－４－２　【サービス提供体制強化加算に係る届出書（（介護予防）通所介護事業所）添付書類　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）及び（Ⅲ）用】

氏　名

【記載例２】　　 サ ー ビ ス を 直 接 提 供 す る 者 の 勤 務 実 績 平成

火土 日 水

11 12 22

木 金

3 4

木

31

木 金 土 日 月 火金

5

下越　美子

新潟　六郎

中越　七代

上越　八夫

曜日

2

看護職員兼
機能訓練指導員

生活相談員兼
介護職員

小計

職種

生活相談員

生活相談員
（管理者兼務）

看護職員兼
機能訓練指導員

小計

勤務
形態

新潟　一郎

Ｄ

勤続年数

介護職員
（認知症対応型
通所介護の介護
職員兼務）

介護職員

介護職員

Ｂ
看護職員兼
機能訓練指導員
（特養兼務）

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

84

Ａ

Ｂ

Ｂ 上越　三四郎

中越　花子

152

常勤換算

月の合計
勤務時間
　　　　　Ａ

週平均の
勤務時間

（Ａ／当該月の
日数）×７日

常勤換算
後の人数

29

1.0

1.0

4.0

178 40.193… 1.004…

1.529…

63

88

271 61.193…

120

160 1.0

168 1.0

94

184

1.0

24

小計 1.0

記載要領
Ⅱの１（２）（例１）

記載要領
Ⅱの１（２）（例２）

記載要領
Ⅱの１（２）（例３）

常勤の従業者として勤務した者の計

指定通所介護を利用者に直接提供する職務にかかる時間数のみを計算する場合の計

１７８時間／３１日×７日

４０．１９３…時間／40時間

常勤の従業者として勤務した者の計

指定通所介護を利用者に直接提供する職務にかかる時間数のみを計算する場合の計

「4．0」＋「１．００４…」＋「1．0」＋「１．５２９…」 「4．0」＋「１．００４…」

６１．１９３…時間／40時間

２７１時間／３１日×７日



別紙６－４

5

［ 前年度（３月を除く） ・ 前三月 ］における一月当たりの実績の平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（［　］はいずれかに○を付ける）

有 ・ 無

6

［ 前年度（３月を除く） ・ 前三月 ］における一月当たりの実績の平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（［　］はいずれかに○を付ける）

有 ・ 無

注１　「２異動区分」、「３施設種別」及び「４届出項目」欄は、該当する番号に○を付けてくだ

　　さい。

　２　「５介護福祉士等の状況」は、「２届出項目」が「１サービス提供体制強化加算（Ⅰ）」の

　　場合に記載してください。

　　　この場合、前年度（３月を除く）又は届出日の属する月の前三月の介護職員の勤務実績（別　

　　紙６－４－１介護職員の勤務実績）を添付してください。

　３　「６　勤続年数の状況」は、「２届出項目」が「２サービス提供体制強化加算（Ⅱ）」又は

　　「３サービス提供体制強化加算（Ⅲ）」の場合に記載してください。

　　　この場合、前年度（３月を除く）又は届出日の属する月の前三月のサービスを直接提供する

　　者の勤務実績（別紙６－４－２　サービスを直接提供する者の勤務実績）を添付してください。

①に占める②の
割合が３０％以
上

②
①のうち勤続年数３年以上の者
の総数（常勤換算）

4.8 人

人

1

3

2

介護職員の総数
（常勤換算）

人②
①のうち介護福祉士の総数
（常勤換算）

勤続年数の状
況

①

サービスを直接提供する者（生活
相談員、看護職員、介護職員又
は機能訓練指導員として勤務を
行う職員）の総数（常勤換算）

7.4

4 届出項目

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

介護福祉士等
の状況

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

①に占める②の
割合が４０％以
上

【記載例３】　サービス提供体制強化加算に係る届出書（（介護予防）通所介護事業所）

① 人

終了2 変更 3

3

新光町サービス北町通所介護事業所

1 新規

施設種別 1 2（介護予防）通所介護 療養通所介護

1

2

事業所名

異動区分

サービスを直接提供する者の総数（常勤換算）三月の合計／３
（例）１２月「7.533…」＋１月「7.462…」＋２月「7.395…」／３

勤続年数３年以上の者の総数（常勤換算）三月の合計／３
（例）１２月「５．００４…」＋１月「４．９８３…」＋２月「４．６３７…」／３

②／①×１００
（例）4．8／7．4×１００＝64.864…％

小数点第２位以下を
切り捨て

小数点第２位以下を
切り捨て
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